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プロフィール

1

1961年広島県生まれ。

84年神戸大学経営学部会計学科卒。

84年広島銀行入行。86年資金証券部、95年本川支店長代理、

97年総合企画部課長代理、2006年企画室長、07年担当部長。

10年より融資企画部長、大阪支店長、リスク統括部長を歴任し、

15年10月広島銀行を退職。

15年11月金融庁に転職し、初代地域金融企画室長。

18年7月より地域金融生産性向上支援室長、19年7月より地域課題解決支援室長兼務。

21年9月金融庁を定年退職。

21年10月 を再興。

（兼職）
神戸大学経済経営研究所 客員教授
広島大学大学院人間社会科学研究科 客員教授
商工組合中央金庫 社外取締役
知的資産マネジメント支援機構 社外取締役
YKプランニング 社外取締役
クレジットプライシングコーポレーション 社外取締役
ジンテック チーフイノベーションオフィサー
ちいきん会 理事 他

昭和５年祖父か開設

（直筆の看板）



企業の経営理念等
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ビジョン

ミッション

バリュー

企業

どこを目指すのか

何を行うのか

どのように行うのか

経営理念

クレド

行動指針

フィロソフィー

従業員の人生の指針

パーパス

存在意義

企業関係者の
ｗell-being



企業の経営戦略
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立地

構え

均整2006年9月刊行
神戸大学大学院経営学研究科
三品和広教授著

企業が整備

経営者（取締役会）の役割

どこで戦うのか



企業のステークホルダーと経営資源
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経営者

取締役会

株主

企業

従業員

顧客・社会

情報（知恵）

ヒト

モノ

カネ

企業が獲得

経営者の役割

金
融
機
関融資

（ビジネス拡大）

債権者として関与

社会にどう適合するのか



企業と金融機関

企業Ａ社のバランスシート

事業負債

自己資本

事業資産

（長期資金不足）

借入金
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金融機関のバランスシート

その他負債

自己資本

貸出金

（長期資金不足）

預金

有価証券

その他資産

Ａ社向け融資

○

金
融
機
関
の
主
要
な
資
産
は
企
業
向
け
貸
出
金

○

中
小
企
業
の
負
債
の
大
半
は
金
融
機
関
か
ら
の
借
入
金

 企業と金融機関は融資によってバランスシートが繋がっている ＝ 金融仲介
⇒ 企業と金融機関は一体となって事業価値を向上していく ＝ 金融機関の金融仲介機能の発揮

⇒ 金融機関（債権者）は企業（債務者）と協働して債権の価値を維持していく

（資産） （負債・自己資本）（資産） （負債・自己資本）



金融行政の歴史

1999年 7月 金融検査マニュアル公表

2002年 ６月 金融検査マニュアル別冊[中小企業融資編] 公表

10月 金融再生プログラム ⇒ 主要行の不良債権問題解決を通じた経済再生

2003年 3月 リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム
⇒ 中小企業の再生と地域経済の活性化の取組みを進めることによって不良債権問題も同時に解決

6月 事務ガイドラインの改正 ⇒ コンサルティング業務の位置づけを明確化

2005年 3月 地域密着型金融の機能強化に関するアクションプログラム（05～06年度）

2007年 8月 地域密着型金融の推進に関する監督指針の策定 ⇒ 恒久的な枠組みへ

2008年 9月 リーマンショック

2009年 12月 中小企業金融円滑化法 （二度の延長を経て、2013年3月まで継続）

2011年 5月 監督指針の改正 ⇒ 地域密着型金融をビジネスモデルとして確立

2012年 9月 金融モニタリング基本方針 ⇒ 事業性評価にかかるモニタリングの開始

2015年 9月 金融行政方針 ⇒ 金融行政の究極的な目標の明示

2018年 6月 検査・監督基本方針 ⇒ 金融行政を「形式・過去・部分」から「実質・未来・全体」へ

2019年 8月 金融仲介機能の発揮に向けたプログレスレポート ⇒ 毎年公表

12月 金融検査マニュアル廃止

2020年 3月 コロナショック

6月 地域金融サミットの開催 ⇒ 毎年開催

12月 事業者を支える融資・再生実務のあり方に関する研究会 ⇒ 事業成長担保権の検討
6

20年

地域金融混迷の時代

変革の時代
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別表の債権分類基準

財務内容と担保の有無で企業を区分する

金融検査マニュアルの問題点

企業の定性的な情報を加味しにくい仕組みだった



金融機関の融資残高推移

8

信用金庫第二地方銀行
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無借金企業の増加
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中小企業庁 2019年版中小企業白書



コンセプト 内容

形式 実質
最低基準（ﾐﾆﾏﾑ・ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ）が形式的に守られている
かでなく、実質的に良質な金融サービスが提供できて
いるか （ﾍﾞｽﾄ･ﾌﾟﾗｸﾃｨｽ）へ

過去 未来
過去の一時点の健全性の確認ではなく、将来に向けた
ビジネスモデルの持続可能性があるか

部分 全体 特定の個別問題への対応に集中するのでなく、真に重
要な問題への対応が出来ているか

検査監督・基本方針

目指すべき金融の姿 －顧客との“共通価値の創造”に根ざしたビジネスモデルの確立－

金融機関は、顧客ニーズにあった良質なサービスや金融商品を提供し、企業の生産性向上や国民の資産形成の拡充
を後押しする。金融機関自身も、企業や国民資産の成長を通じて持続的な収益を確保し、成長していく。
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金融行政の転換

☆金融処分庁から「金融育成庁」へ

金融行政が先にモードチェンジ

⇒企業・経済の持続的な成長を目的とし、実質・未来・全体を重視
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地域金融・地域経済の育成（生産性向上）に向けた方針

金融庁は、近年、様々なアプローチにより“金融育成庁”への変革を図ってきたが、地域

金融行政においては、地域金融の育成の視点を持った探究型対話や環境整備等を通じて地域

金融機関の企業支援機能の向上を図ることをはじめとして、“地域金融の成熟を通じた地域

経済の育成（生産性の向上）”のための各施策に取り組むことが企業・経済の持続的成長等

を通じた国民の厚生の増大という金融行政の目標の達成に寄与するものと期待される。

地域経済全体に目を向けると、企業数や資金需要の減少も懸念される中で、地域金融機関

同士が、経営理念・戦略にそぐわない方法で顧客を奪い合っていては、やがて地域金融機

関の体力が奪われることで金融仲介機能の低下を招き、結果として地域経済の発展を阻害

する事態となりかねない。地域金融機関同士のプラスサムの競争により、こういった事態

が回避され、経済主体に隈なく資金が回るとともに、様々な顧客ニーズに対応することで、

地域企業が必要な事業承継や業種転換にも取り組むことができ、好循環を生み出すような

持続的な地域経済が形成されることが望ましく、金融庁としてもこのような将来を見据えた

地域金融機関内外の環境整備に向けた対応を継続的に行うことが重要と考える。

2019年 金融仲介機能の発揮に向けたプログレスレポート

不毛な競争への警告



12

2020年 地域金融サミット【山形大学小野教授】

https://channel.nikkei.co.jp/d/?p=reingsum2020a&s=2172
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小野教授の「毛細血管モデル」

毛細血管に例えられる
津々浦々の地域金融が
企業にあらゆる栄養を
届ける存在になる

2020年地域金融サミット 山形大学小野教授基調講演より

我が国の地域金融は、世界に類のない“地方創生のための他業展開”へ

 企業の経営資源のうち、カネだけでなくヒト・モノ・情報の仲介へ

 金融支援だけでなく、本業支援へ

 企業を育成した先に共通価値の創造へ



企業の知的資産
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2007年3月中小企業基盤整備機構「知的資産経営マニュアル」より

人的資産

構造資産

関係資産

企業

企業にはバランスシートに表れない多くの資産が存在



事業性評価
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企業

知的資産経営

（会計）財務諸表

 人的資産
 組織資産
 関係資産

 損益計算書
 貸借対照表
 キャッシュフロー計算書

・
・

金融機関・支援機関

知的資産分析

財務分析

標準化されている

標準化されていない

事業遂行＝事業リスクテイク 事
業
性
評
価
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 金融機関や支援機関は企業の事業内容を理解して支援を行う ＝ 事業性評価
⇒ 企業の知的資産経営を分析し、その結果である財務分析との紐づけで完成させる



金融機関の事業性評価とコンサルティング
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金融機関

本

部

営

業

店

融資の起案

融資の承認

企

業

②企業の事実情報の収集

④評価情報のフィードバック

①ニーズや課題の問いかけ

③企業の事実情報の
評価情報へ転換

⑤認識の一致

⑥融資の組み換え

事業性評価に
基づく融資

積極的な支援

⑦コンサルティング

事業性評価

企業価値
の向上



融資の組み換え

中小企業の望ましいバランスシート
（資金運用表：現預金除き）

売上債権

棚卸資産

仕入債務

短
期
（
運
転
）
資
金

自己資本

固定資産

長
期
（
設
備
）
資
金

（長期資金不足）

短期継続融資

長期融資
（約定弁済あり）

固定長期適合率≦１００
運転資金（売上債権＋棚卸資産－仕入債務）≧短期継続融資
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金融機関

 BSを主体に融資を組み替える

 経常運転資金には短期継続融資を行う

 必要に応じて資金繰り表を作成する

 日常的なモニタリングを行う

 経営者保証は求めない

 設備資金と赤字資金とを区別する

 設備の償却年限と返済年限を揃える

 担保付劣後ローンを有効活用する

 債務超過となればDESを検討する

基本的なスタンス

長期融資

短期融資
バランスシートアプローチ



企業経営における会計の役割
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現在BS

過去 未来

知的資産経営

毎期PL

企業会計の「原本」は現在BS

 現在BSは、企業の行う知的資産経営を会計的に表した

毎期PLの延長線上にあり、企業の今を表す

 現在BSの診断は、会計士の重要な役割である

 現在までの知的資産経営の分析と現在BSの診断こそが

将来の計画の基礎となる

将来の計画

知的資産経営 Ver2

現在BSから出発し知的資産経営の
バージョンアップを織り込むもの

↓

企業価値を高めるための計画

結果

連続



これからの企業経営のあり方
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経営者

企業

金融機関会計士

相互信任

現在BS 将来の計画
作成 活用

知的資産の
共通理解

 企業の未来を会計士と金融機関が協働して支える ＝ 企業経営＆支援の新時代
⇒ 知的資産の共通理解により相互信任関係を築く



事業

会計士と金融機関の協業
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現在BS

事業負債

自己資本

事業資産
（長期資金
不足）

借入金

（資産） （負債・自己資本）

金融機関

融資

事業成長担保権がいよ
いよ法制化される

 バランスシートに表れない
知的資産が多く存在

 事業のキャッシュフローを
生み出す知的資産経営

担保取得・事業支援

経営者

企業

会計士

将来の計画

知恵

企業の未来
を可視化

知的資産の
共通理解



 企業価値の向上は「業務効率改善」と「付加価値創出」を組み合わせて実現

 企業支援者は、それらを的確に見定めてコンサルティングを行うことが必要

企業価値の向上

業務効率改善
（ES）

付加価値創出
（CS）

・経営理念の浸透
・従業員満足度向上
・顧客視点の改善提案等の
浸透

従業員

・顧客本位の姿勢
・アイデアの共有
・顧客アンケート等による
コミュニケーション

顧客

サービス提供評価

企

業
経営理念

企業支援者
コンサルティング
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コンサルティング


